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平成２９年度大津町工業用水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成２９年度大津町工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 （１） 給 水 事 業 所 数              ９事業所

 （２） 年 間 総 給 水 量       １，１６８，０００立方メートル

 （３） 一 日 平 均 給 水 量           ３，２００立方メートル

 （収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収   入

第１款  工 業 用 水 道 事 業 収 益       ５９，２８４千円

第１項  営 業 収 益       ５７，７５６千円

第２項  営 業 外 収 益       １，５２８千円

第３項  特 別 利 益             ０千円

支   出

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費       ５７，２９２千円

第１項  営 業 費 用      ５１，５６２千円

第２項  営 業 外 費 用        ３，７３０千円

第３項  特 別 損 失      ０千円

第４項  予 備 費        ２，０００千円

 （資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，６３１千円は、減債積立金１，

６３１千円で補てんするものとする）。

収   入

な   し 

―予１―



―予２―

支   出

第１款  資 本 的 支 出        １，６３１千円

第１項  建 設 改 良 費           ０千円

第２項  企 業 債 償 還 金        １，６３１千円

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。

 （１） 職員給与費（法定福利費を含む）   １０，２８４千円

 （利益剰余金の処分）

第６条 繰越利益剰余金のうち１，６３１千円は、次のとおり処分するものと定める。

 （１） 減 債 積 立 金               １，６３１千円

平成２９年 ３月  日提出

                                 大津町長  家 入   勲

７



平 成 ２ ９ 年 度

大津町工業用水道事業会計予算に関する説明書



                                                 ―説１―

平成２９年度大津町工業用水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額（千円） 備  考

１ 工 業 用 水 道

  事 業 収 益

５９，２８４

１ 営 業 収 益

５７，７５６

１ 給 水 収 益 ５７，７５５

２ そ の 他 の 営 業 収 益 １

２ 営 業 外 収 益

１，５２８

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２０

２ 長 期 前 受 金 戻 入 １，５０６

３ 雑 収 益 １

４ 消 費 税 還 付 金 １

３ 特 別 利 益

０

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 ０

２ 長 期 前 受 金 戻 入 ０

３ そ の 他 特 別 利 益 ０

  支 出

款 項 目 予定額（千円） 備  考

１ 工 業 用 水 道

  事 業 費

５７，２９２

１ 営 業 費 用

５１，５６２

１ 原 水 費 ３０，１１２

２ 配 水 及 び 給 水 費 １，１００

３ 総 係 費 １１，１２３



４ 減 価 償 却 費 ９，２２６

５ 資 産 減 耗 費 ０

６ そ の 他 営 業 費 用 １

２ 営 業 外 費 用

３，７３０

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 ２２９

２ 消費税及び地方消費税 ３，５００

３ 雑 支 出 １

３ 特 別 損 失

０

１ 減 損 損 失 ０

２ 過 年 度 損 益 修 正 損 ０

３ そ の 他 特 別 損 失 ０

４ 予 備 費
２，０００

１ 予 備 費 ２，０００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

  収 入   なし

  支 出

款 項 目 予定額（千円） 備  考

 １ 資 本 的 支 出

１，６３１

１ 建 設 改 良 費
０

１ 工業用水道建設改良費 ０

２ 企業債償還金
１，６３１

１ 企 業 債 償 還 金 １，６３１

―説２―



―説３―

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日まで） 

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー  ２．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   当年度純利益 7,491,966    投資活動によるキャッシュ・フロー 0

   減価償却費 9,225,034

   長期前受金戻入額 △1,506,000  ３．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   受取利息及び受取配当金 △20,000     企業債の償還による支出 △1,630,709

   支払利息及び企業債取扱諸費 229,000    財務活動によるキャッシュ・フロー △1,630,709

   未払金の増加額 △4,260

     小計 15,415,740   資金増加額（又は減少額） 13,576,031

   利息及び配当金の受取額 20,000   資金期首残高 244,272,141

   利息及び企業債取扱諸費の支払額 △229,000   資金期末残高 257,848,172

  業務活動によるキャッシュ・フロー 15,206,740



給 与 費 明 細 書

１ 総括

区 分

職 員 数 給 与 費

法定福利費

（千円）

合  計

（千円）特別職

（人）

一般職

（人）

その他

（人）

給 料

（千円）

報 酬

（千円）

手 当

（千円）

計

（千円）

本

年

度

損 益 勘 定

支 弁 職 員
０

５

(兼務４) １ ４，５５６ １，０２５ ３，２１５ ８，７９６ １，４８８ １０，２８４

資 本 勘 定

支 弁 職 員
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ０
５

(兼務４) １ ４，５５６ １，０２５ ３，２１５ ８，７９６ １，４８８ １０，２８４

前

年

度

損 益 勘 定

支 弁 職 員
０

４

(兼務３) １ ４，５６２ １，０２５ ３，４０８ ８，９９５ １，４７９ １０，４７４

資 本 勘 定

支 弁 職 員
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ０
４

(兼務３) １ ４，５６２ １，０２５ ３，４０８ ８，９９５ １，４７９ １０，４７４

比

較

損 益 勘 定

支 弁 職 員
０

１

(兼務１) ０ △６ ０ △１９３ △１９９ ９ △１９０

資 本 勘 定

支 弁 職 員
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ０
１

(兼務１) ０ △６ ０ △１９３ △１９９ ９ △１９０

手 当 の

内 訳

区  分
扶養手当

（千円）

住居手当

（千円）

通勤手当

（千円）

児童手当

（千円）

期末勤勉

手 当

（千円）

時 間 外

勤務手当

（千円）

退職手当

（千円）

本年度 ３７２ ０ ２４ ２０ １，８８３ ９５ ８２１

前年度 ３７２ ０ ２４ １２０ １，８８４ ９５ ９１３

比 較 ０ ０ ０ △１００ △１ ０ △９２

                                                 ―説４―



―説５―

 ２ 給料、手当及び法定福利費の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減額事由別内訳 説 明

給  料
（千円）

△６
昇給及び給与改定に伴う減少分 △６ 平均昇給率０．０％

手  当 △１９３ その他の減少分 △１９３ 児童手当、期末勤勉手当、退職手当

法定福利費 ９ その他の増加分 ９ 職員共済組合負担金

 ３ 給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

区 分 事 務 ・ 技 術 職

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額   （円） ３７６，５８５

平 均 給 与 月 額   （円） ４０９，５８５

平 均 年 齢   （歳） ４９

平成２８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額   （円） ３７６，５８５

平 均 給 与 月 額   （円） ４４５，０２７

平 均 年 齢   （歳） ４８



  （２） 初任給

区    分 事  務  職   （円） 一般会計の制度  （円）

一 般 職
高 校 卒 １４４，６００ １４４，６００

短 大 卒      １５７，３００ １５７，３００

行 政 職 大 学 卒 １７６，７００ １７６，７００

  （３） 級別職員数

区    分
事       務         職

級 職員数 （人） 構成比 （%） 級 職員数 （人） 構成比 （%）

平成２９年１月１日現在

１級 ６級

２級

３級

４級 １ １００

５級 計 １ １００

平成２８年１月１日現在

１級 ６級

２級

３級

４級 １ １００

５級 計 １ １００

       （級別の標準的な職務内容）

事 務 職

６   級 ５   級 ４   級

部長の職務及びその職務内容等がこれ

と同程度のものとして長が規則で定め

る職の職務

課長の職務及びその職務内容等がこれ

と同程度のものとして長が規則で定め

る職の職務

教育指導主事の職務、課長補佐、主幹の

職務及びその職務内容等がこれと同程

度のものとして長が規則で定める職の

職務

３   級 ２   級 １   級

係長、参事、主査の職務
特に高度な知識経験を必要とする業務

を行う主事、技師の職務

主事、技師の職務

（２級に掲げる職員を除く）

―説６―



―説７―

（４） 昇給

本

年

度

区         分 合     計 事  務  職

職     員     数   （A） （人） １ １

昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １

号 級 数 別 内 訳

２号級 （人）

４号級 （人）

６号級 （人）

８号級 （人）

１ １

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 

前

年

度

職     員     数   （A） （人） １ １

昇 給 に 係 る 職 員 数   （B） （人） １ １

号 級 数 別 内 訳

２号級 （人）

４号級 （人）

６号級 （人）

８号級 （人）

１ １

比 率   （B）／（Ａ） （%） 100.0 100.0 

  （５） 期末手当、勤勉手当

区  分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）

職制上の階級、職務

等級による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

本  年  度 ２．０２５ ２．１７５ ０ ４．２０ 有

前  年  度 ２．０２５ ２．１７５ ０ ４．２０ 有

一般会計の制度 ２．０２５ ２．１７５ ０ ４．２０ 有

（６） その他の手当

区      分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

児 童 手 当 同 じ



平成２９年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表 
（平成 30 年 3 月 31 日） 

 円 円  円 円

資 産 の 部

１ 固定資産 

（１）有形固定資産 

 イ 土地 4,544,120

  ロ 建物 17,071,478

    建物減価償却累計額 △7,375,779 9,695,699

  ハ 構築物 234,752,826

    構築物減価償却累計額 △132,195,373 102,557,453

  ニ 機械及び装置 179,588,201

    機械及び装置減価償却累計額 △128,485,211 51,102,990

     有形固定資産合計 167,900,262

固定資産合計 167,900,262

２ 流動資産 

 （１）現金預金 257,848,172

流動資産合計 257,848,172

資産合計 425,748,434

―説８―



―説９―

負 債 の 部 

３ 固定負債 

 （１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債 3,114,854

 （２）引当金 

  イ 修繕引当金 6,187,669

固定負債合計 9,302,523

４ 流動負債 

 （１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債 1,725,915

 （２）未払金 2,534,000

 （３）預り金 2,000,000

 （４）引当金 

  イ 賞与引当金 605,000

  ロ 法定福利費引当金 120,000

流動負債合計 6,984,915

５ 繰延収益 

 （１）長期前受金 142,098,833

 （２）長期前受金収益化累計額 △105,477,747

繰延収益合計 36,621,086

       負債合計 52,908,524

資 本 の 部 

６ 資本金 237,051,480

７ 剰余金 

 （１）利益剰余金 

  イ 減債積立金 1,889

  ロ 当年度未処分利益剰余金 135,786,541

     利益剰余金合計 135,788,430

      剰余金合計 135,788,430

       資本合計 372,839,910

       負債資本合計 425,748,434



注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  （１）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

       定額法

        主な耐用年数

        建物 ５０年

        構築物 １０年～５０年

        機械及び装置 ５年～２０年

  （２）引当金の計上方法

      イ．貸倒引当金

         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

      ロ．退職給付引当金

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

      ニ．修繕引当金

設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。

なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

（３）消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

―説１０―



―説１１―

２．その他の事項に関する注記

（１）引当金の目的使用による取り崩し（予定）

      当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金６０５千円を使用し、これに伴う法定福利費を支出する

ため法定福利費引当金１２０千円を使用する。



平成２８年度 大津町工業用水道事業会計 予定損益計算書
（平成 28 年 4 月１日から平成 29 年 3 月 31 日まで） 

 円 円  円

１ 営業収益 

 （１）給水収益 45,174,000 45,174,000

２ 営業費用 

 （１）原水費 22,986,000

 （２）配水費及び給水費 864,000

 （３）総係費 10,983,000

 （４）減価償却費 9,225,068 44,058,068

    営業利益 1,115,932

３ 営業外収益 

 （１）受取利息及び配当金 30,000

 （２）長期前受金戻入 1,506,000 1,536,000

４ 営業外費用 

 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 347,000 347,000 1,189,000

    経常利益 2,304,932

    当年度純利益 2,304,932

    前年度繰越利益剰余金 125,294,708

    その他未処分利益剰余金変動額 2,325,935

    当年度未処分利益剰余金 129,925,575

―説１２―



―説１３―

平成２８年度 大津町工業用水道事業会計 予定貸借対照表
（平成 29 年 3 月 31 日） 

 円 円  円 円

資 産 の 部 

１ 固定資産 

（１）有形固定資産 

  イ 土地 4,544,120

  ロ 建物 17,071,478

    建物減価償却累計額 △7,068,494 10,002,984

  ハ 構築物 234,752,826

    構築物減価償却累計額 △128,197,420 106,555,406

  ニ 機械及び装置 179,588,201

    機械及び装置減価償却累計額 △123,565,415 56,022,786

     有形固定資産合計 177,125,296

固定資産合計 177,125,296

２ 流動資産 

 （１）現金預金 244,272,141

流動資産合計 244,272,141

資産合計 421,397,437



負 債 の 部 

３ 固定負債 

 （１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債 4,840,769

 （２）引当金 

  イ 修繕引当金 6,187,669

固定負債合計 11,028,438

４ 流動負債 

 （１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に充る企業債 1,630,709

 （２）未払金 2,538,260

 （３）預り金 2,000,000

 （４）引当金 

  イ 賞与引当金 605,000

  ロ 法定福利費引当金 120,000

流動負債合計 6,893,969

５ 繰延収益 

 （１）長期前受金 142,098,833

 （２）長期前受金収益化累計額 △103,971,747

繰延収益合計 38,127,086

負債合計 56,049,493

資 本 の 部 

６ 資本金 235,420,771

７ 剰余金 

 （１）利益剰余金 1,598

  イ 減債積立金 129,925,575

  ロ 当年度未処分利益剰余金 129,927,173

     利益剰余金合計 

      剰余金合計 129,927,173

 資本合計 365,347,944

負債資本合計 421,397,437

―説１４―



―説１５― 

注記 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  （１）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

       定額法 

        主な耐用年数 

        建物 ５０年 

        構築物 １０年～５０年 

        機械及び装置 ５年～２０年 

  （２）引当金の計上方法 

      イ．貸倒引当金 

         債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      ロ．退職給付引当金 

職員の退職手当は、退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担金のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担 

することとなっているため退職給付引当金は計上していない。 

      ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金 

         職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事 

業年度の負担に属する額を計上している。 

      ニ．修繕引当金 

         設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。 

なお、平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。 

（３）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



２．その他の事項に関する注記 

（１）引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当を支出するため賞与引当金６０１，０７９円を取り崩し、これに伴う法定福利費を

支出するため法定福利費引当金１１４，７００円を取り崩した。 

―説１６―


